
適正原価の制度設計および運用等について 
 
 
 物流は、生産と消費をつなぎ、国民生活と経済活動を支える社会インフラ
であり、その持続可能性を確保することは、我が国全体にとって不可欠であ
る。 
 
 トラック適正化二法は、こうした物流の根幹を担うトラック運送業が担い
手不足に直面する中、「トラックドライバーの経済的社会的地位の向上等によ
り、我が国の物流の持続可能性の確保及び国民経済の健全な発展を図る」こ
とを目的として制定されたものである。 
 
その達成に向けて、同法に基づく適正原価制度が、荷主、運送事業者、ひ

いては消費者を含むサプライチェーン全体に持続可能かつ実効性のある形で
定着するためには、品目・産業・地域ごとに多様な特性・現場実態や、各事
業者の経営規模等を十分に踏まえた、客観性、透明性および予見可能性の高
い形での制度設計・運用を行うことが重要である。 

 
また、適正原価制度が法的拘束力を有するものである以上、そのあり方の

検討に当たっては、幅広い関係者の意見と、多様な現場実態を十分に踏まえ
た、丁寧な検討プロセスが求められる。 
 
 こうした観点を踏まえ、適正原価に係る制度設計・運用等に当たっては、
以下の３点について、十分な配慮が必要である。 
 

記 
 
一、適正原価の実現にあたっては、サプライチェーン全体の関係者の理解と
価格転嫁ができる仕組みが不可欠 

 
一、適正原価を下回る運賃・料金の収受を「継続して行う場合」の適切な定
義・運用が必要 

 
一、適正原価の構成要素としての「輸送の安全確保のために必要な経費」や
「事業を継続して遂行するために必要不可欠な投資の原資」は、荷主側・
運送事業者側双方に配意し、客観性、透明性、予見可能性が確保されるよ
う、法制度事項を含め、政府が政策的に明確かつ具体的に強く推進してい
る事項に限る必要 

以上 
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